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今年度の重点目標 成果と課題 次年度の取組

1　学校経営方針を実現するための教育活動の展開及び教育環境を構築する

特色ある教育活動を展
開する学校としてやって
きたが、プログラム・環境
共に安定感が出てきた半
面、新鮮味が薄らいでき
た。

継続して、本校でなけれ
ば展開できない教育プロ
グラムの開発・展開をし
ていくことは必要だが、取
捨選択をしていく必要が
ある。

平成２６年度　学校関係者評価（結果）

学校法人静岡理工科大学　静岡北中学校 廣住雅人

学校教育目標 将来のScienceとSocietyを牽引できる存在感と思慮深さを持った人材の育成

【総合評価】
平成26年度も平均的な数字での自己評価がなされた。各項目
で、それぞれ満足のいく点も不満も残る点もあったが、大方の目
標は教職員の努力によって、ほぼ達成できたものと考える。とは
いえ、ようやく平成27年度に完成年度をむかえる本校としては、
まだ様々な点で試行錯誤を繰り返している状況もみられる。その
点が教職員の意識の差異にも表れていると判断される。高等学
校との6年間の教育の中で、中学校がどういうミッションを果たす
べきなのか。完成年度で、今一度振り返るべきであろう。教育方針 将来、科学技術に夢と希望をもち、創造性豊かな人材育成の基礎をつくる

4.　法人傘下の中学校としての使命を果たす

内進生として静岡北高等
学校に優秀かつ目的意
識の高い生徒を進学させ
るべく指導したが、学力
差についても幅が出てし
まい、全員を進学させる
ことができなかった。

入学時点からの成績も関
係するものがあるが、将
来のビジョンをしっかりと
持たせ、目的意識を持っ
て取り組む学習集団を形
成していく。

5.　学校評価を高める教育プログラムを展開する

開校当初から特色づけて
いるプログラムに関して、
毎年教授法に対しての工
夫をしているものの、や
やルーチン的な感覚にな
りつつある面も否定でき
ない。

原点に返り、現在ある教
育プログラムの見直すこ
とで、本校にあったスタイ
ルを確立すること。加え
て、新たなプログラムや
教育手法に対する研究・
開発を進めること。

2　目標生徒数を獲得する

学則定員を充足すること
はできなかったが、数の
確保から、人数を絞り込
んでも高いレベルの生徒
獲得の方向性に向けて
一歩前進した。

学則定員数を獲得するこ
とは言うまでもないが、学
校に対する評価を高める
ためにも、より優秀な生
徒を獲得することを目指
す。

3.　進路実績の向上を図る

高校進学時に高いレベ
ルの学科に進学できる力
をつけるために、ベネッ
セの学力推移調査でもB
ランク以上に入るよう目
指したが、大きく伸びた
生徒と伸ばしきれなかっ
た生徒が出た。

高等学校進学に対する
意識啓発を早期段階か
ら行い、学習に対して自
ら目標を持って取り組む
生徒を育成していく。

適切な教育課程が編
成され、学習目標・計
画が明示され、日常の
学習活動を効果的に
展開する。

教育課程、学習目標・
計画・指導、課題実
施、学習状況把握

第3期生を高等学校に
送り出すにあたり、高
校側との関係を密にす
るよう、会議体も一緒
に運営するようにし、
互いの状況がいまどの
ようになっているかと
いったこと、更には双
方に対する関心を高め
る。

第2期生は、個々の目
標にあった学科に進学
することができた。しか
し、中高連携推進委員
会を中心とした高校と
の意見交換の場、ある
いは意識の共有化に
関しては、確実に行う
ことができなかった。

第3期生を高等学校に
送り出すにあたり、高
校側と会議体も一緒に
運営するようにし、情
報共有がしやすい環境
にした。進路に関して
は、3期生を個々の生
徒にあった学科選択で
送り出すことができた。

高校との情報の共有
化を図れる状況に改善
はしてきているもの
の、まだ双方の状況を
十分に相互理解するま
でには至っていない。
義務教育段階の中学
とそうでない高校の違
いはあっても、譲歩と
理解をする意識を持つ
ことが必要。

設定された教育目標に
そい学校経営計画書
が作成され、それに基
づいた教育活動を展
開する。

教育目標、学校経営計
画書、教育活動

SSH活動だけでなく、
他の学習活動や生徒
の活動においても社会
的な評価を得られるよ
うな取り組みを積極的
に行っていくことが必
要。その中で、本校独
自の更なる教育プログ
ラムを模索していく。

SSH活動が中学校の
プログラムとしてはいっ
て2年目になり、各学年
において学年相当のプ
ログラムをこなすこと
ができ、中学レベルを
超えると評価される成
果を残せた。CASEや
言語技術のエッセンス
は、徐々にSSH活動や
各教科学習の中に反
映されつつある。

ＳＳＨ活動の中で、各
教科において、開発し
てきた手法を活かす工
夫がなされたり、担任
主導のディベートを取
り入れたりするなど、
多くの教員が関わった
点は評価される。

言語技術やCASEの授
業において、本校に
あった形のものがプロ
グラムとしてまとめ上
げられたり展開された
りしているが、担当教
員のスキルに頼るとこ
ろにとどまっている。中
学として、共有すること
で、より発展させていく
ことが必要。

ねらい 評価項目 達成目標 昨年度の実績 成果と課題 次年度の取組

健全な高校生活をおく
れるような生徒への啓
発活動を行い、個々の
生徒へのサポート体制
を家庭との協力のもと
確立し、生徒理解に努
める。また自立した生
徒の育成のための支
援をする。

生徒への啓発活動、家
庭との連携、事前・事
後指導体制、人間教
育、生徒理解、基本的
な生活習慣の確立、自
立した生徒の諸活動

個々の生徒の状況把
握を、全教員が確実に
行い、直接に関係する
教員だけがかかわる
のではなく、学校を上
げて一人ひとりの生徒
の成長を促す指導体
制を作る。

学年部での個々の生
徒指導に関しては、よ
く先生方の指導の跡が
うかがえたが、多感な
時期の生徒を相手にし
ているため、短期間に
効果を上げることはで
きなかった。情報を共
有したものの、全体で
の指導に関しては、課
題が残った。

中学内における生徒
の状況把握について
は、ケースによっては、
中学教職員で指導す
る理解ができており生
徒の成長を見たが、い
まだ各学年での個別
対応によるものが多
く、一丸となった指導体
制はまだ確立されな
かった。

目的をもって実施して
いる会議体があるな
ら、そこでの情報の共
有化をすべく機能させ
ることが必要。ルーチ
ンで開催している会議
体で有意義な情報交
換がなされないのであ
れば、精査することが
求められる。
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学校の方針に基づい
た進路指導を展開し、
個々の生徒の進路希
望に即した緻密な指導
を実行する。また、本
校独自のキュリア教育
を実施する。

学校の方針に基づく進
路指導、生徒への情報
提供、個々の生徒への
対応、

早い段階において、3
年生の学習状況や進
路希望に関する情報
に関して、高等学校側
と情報を共有化し、
個々の生徒にとって一
番ベストな進路選択が
できるような指導体制
を作る。

昨年度の反省にのっと
り、最終的な学科選択
の時期を下げたもの
の、最後まで気持ちが
揺れる生徒は残ってし
まった。先取り学習に
関しては、計画通りに
実施できなかった点に
反省が残る。

昨年度までの反省に
基づき、3年生の進路
指導のスケジュールに
関しては、予定通りの
会議を組み、高校と情
報交換をしながら、3年
部は個々の生徒に見
あった学科選択をさせ
ることができた。しか
し、いまだ高校との意
識差があった。

高校との情報共有化
に関しては、中学側と
高校側でのギャップを
解消する必要がある。
中学校の実態に即した
進路指導体制を進め
ていくのか、中学から
進学する生徒を6年で
どう育てるかを、さらに
踏み込んで検討するこ
とが必要。

生徒の健康管理のた
めの検診計画を作成・
実行し、疾病者に対す
る治療勧告を確実に行
う。また部活動の活性
化を図る。

検診計画、健康管理指
導、運動部・文化部の
活性化

引き続き、生徒の健康
管理に関する体制を整
えると共に、運動部の
みならず文化的な活動
に関しても積極的なア
プローチをしたい。

年間行事計画にある
各種兼新計画は、予定
通り実行された。部活
動の成果としては、空
手道部が昨年に引き
続き全国大会出場の
成果を残し、バドミント
ン部も中部の中学校の
上位行に位置付けら
れるような成績を残す
までに成長した。

生徒の健康管理につ
いては、養護教諭と担
任との情報共有はでき
ていたものの、教科担
当まで伝わっていない
ケースが若干みられ
た。空手道部は男女と
も全国大会出場し、女
子団体は準優勝した。
バドミントン部も県大会
出場した。

生徒の健康留意点に
関しては、全教職員で
共通理解をしている状
況を持たなければなら
ない。また、部活動に
関しては、今までの成
果以上のものを常に求
める意識を持ち活動し
ていくことが必要。

日常から防災に対する
意識を高め、予期せぬ
災害時に適切な対応
ができる体制作りをす
ることが必要。また、学
校としても校内の危険
個所の定期的な点検、
スクールバスの安全運
行といった意識を常に
持ち合わせる。

防災訓練（校内・校
外）、災害時の対応、
安全な教育環境、安全
なスクールバスの運行

保護者の協力のもとに
メールアドレス登録を
行っているものの、保
護者の保有するキャリ
アの問題、メール設定
の問題などで100パー
セントの保護者に一斉
配信のメールを送れて
いない状況を、早く改
善する。

学内だけで利用する保
護者一斉メールを、機
能させることができ、行
事などの連絡方法とし
て利用することはでき
たものの、保護者から
の意見を吸い上げるよ
うな活用方法まで検討
できなかった。

保護者の協力のもとに
メールアドレス登録を
行い、中学独自で保護
者に一斉配信のメール
を送れる環境を整備し
ているが、本年度も
100％保護者にメール
が配信できる環境にな
らなかった。

学校独自の一斉配信
のシステムも確実なも
のにしなければならな
いが、法人として取り
組んでいる安否情報確
認システムもあまり機
能していないので、こ
の利用も視野に入れ、
情報伝達が確実にで
きる方策を検討した
い。

学校の教育内容が問
われる時代、教職員の
資質向上が常に求め
られるので、計画的か
つ時代が求める教師と
なっていくための研修
を的確に実施し、各教
職員が個々のスキル
を上げていく体制作り
をする。また、研修内
容を共有化していくた
めのシステム作りをし
ていく。

計画的な研修体制の
確立、郊外研修への参
加、研修報告会の実施

内部・外部による学習
に関する取り組みに関
する分析・検討を定期
的に行いながら、生徒
の学力向上のために、
自分たちが次に何を目
標としていくべきかを、
常につかんでいる環境
を作る。

内部での分析検討会
は、学期に一回行うよ
うになってきたが、外
部からの問題指摘の
機会が少なくなってし
まった。

学習に関する取り組み
に関する分析・検討を
定期的に行いながら、
生徒の学力向上のた
めに、自分たちが次に
何を目標としていくべき
かを、常につかんでい
る状態を作っていくこと
は心がけていた。しか
し、日常業務の多忙さ
とスタッフの数が少な
いこともあり、外部研修
に出て研鑽をつむ機会
が持てなかった。

学習成果に対する外
部からの客観的な評
価を聞く機会を作ると
共に、外部研修に出て
いけるように、時間と
人的な問題をクリアし
ながら進めていくこと
が必要。

組織的な校務分掌体
制を整え、規律をもっ
て教職員が服務を全う
しする。また計画的な
予算編成を中長期的
な観点を考え行い、日
常の経理業務を正しく
管理する。加えて個人
情報に関する管理、公
文書管理を適切に行
なう。さらに保護者・地
域と連携した活動を展
開する。

効果的な学校運営体
制の確立、組織的な校
務分掌体制、規律正し
い勤務体制、連携した
危機管理体制、計画的
な予算執行、中長期計
画の編制及び遂行、経
理業務の管理、個人情
報保護、公文書の管
理、情報収集体制の確
立と効果的な活用

高校と運営委員会・職
員会議を合同で行うよ
うに会議形態を変化さ
せ、中学での案件は、
中学部会で検討したう
えで、運営会議に諮っ
ていくといったスタイル
に変えていくことで、高
校教員との情報共有
を、しやすい会議形態
に移行する。

中学における会議形
態としてある中学部
会、教科担当部会、運
営・職員会議、成績会
議などは定期的に行
われ情報交換は行っ
たものの、高校教員と
の情報の流れがあまり
よくなかった。

高校と運営委員会・職
員会議を合同で行うよ
うに会議形態を変化さ
せ、中学での案件は、
中学部会で検討したう
えで、運営会議に諮っ
ていくといったスタイル
に変えていくことで、高
校教員との情報共有
を、しやすい会議形態
に移行したが、中学の
意見が反映されていな
いといった意見も残っ
ている。

会議体は必要なものだ
けに精査し、どの会議
がどういった性格のも
のであるかを教職員が
共通理解し、それぞれ
の会議に全員で臨む
姿勢が必要。

施設設備の美化と定
期的な点検を確実に
行い安全管理に努め、
生徒たちにしっかりとし
た学習環境を整備す
る。

効果的な施設利用と環
境美化、施設・設備の
点検、学習環境の整
備、図書館の活用

様々な学校施設を、生
徒たちの教育活動にお
いて、効率よく有効活
用をする。

高校生と比較して、中
学生の図書館利用率
は高いものがあった。
また、日常の教育活動
においても、SSH活動
における理科室やパソ
コン教室の利用を、積
極的に行った。

日常生活における読
書のための図書館利
用、プレゼンテーション
能力向上のためのパ
ソコン教室利用、SSH
活動における理科室
の活用等、様々な学校
施設を、各教育活動に
おいて有効に活用でき
た。また、懸案であった
1年生の教室配置を変
更できた。

今後の教育活動の中
で、本校がスタートした
時点で持っていたICT
教育のさらなる発展形
態を考えることは必要
である。そのためにも、
ICT教育の現状と将来
展望をかんがみなが
ら、本校としての提案と
環境整備をしていくこと
が必要。

学校を支えてくれる保
護者の会や外部団体
との連携を強化し、学
校運営を側面から支援
してくれる組織の意見
を受け入れながら、更
なる本校の発展を目指

す。

保護者の会との情報
交換、学校運営に対す
る外部団体の参画、外
部要望の学校運営に
対する反映、保護者に
対する協力依頼

地域に根差した学校と
なるためにも、地域住
民との交流をする機会
を作りながら、学校に
対する意見・評価を聞
く機会を設ける。

多種多様に及ぶ保護
者からの要望を精査
し、その中でいかに対
応していくかについて
は、個々のケースごと
に考えていくことができ
た。保護者との協力関
係に関しては、大方よ
い関係を作り上げた
が、一部問題を抱え
た。

SSH活動を通して、行
政や地域とのコラボ
レーションをする機会
を多く持つことができ
た。その結果、徐々に
ではあるが地域に根差
した学校となる基盤は
できた。

大人社会だけを対象と
した地域からの評価だ
けでなく、地元の小学
校との交流活動などを
通じて、本校の存在を
地域において強く出せ
るような努力をしていく
ことが必要。


